様式第４－９号(参考)
（借受希望者→市町→財団）
開発事業計画書

年　　　月　　　日

　一般財団法人　広島県森林整備・農業振興財団理事長　様
[bookmark: _GoBack]
　　　　住所（事務所）
 氏名（名称及び代表者氏名）　　　　（印）
（自著の場合は押印不要とする。）


  下記により、開発し農用地又は農業用施設用地とすることが適当な土地について借受けたいので、別紙のとおり、広島県農地中間管理事業事務処理要領規定第７の３に定める開発事業の計画を提出します。
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（記載事項）
(１)　１の「利用状況」欄には、田にあっては二毛作、一毛作の別、畑にあっては、普通畑、果樹園、桑園、茶園、牧草地、その他の別、「市街化区域、市街化調整区域、その他の区域の別」欄には、申請土地が都市計画法による市街化区域、市街化調整区域又はこれ以外の区域のいずれかに含まれているかを記載する。
(２)　「開発の時期及び計画の概要」  欄は、工事計画が長期にわたるものである場合には、できる限り工事計画の６箇月単位で区分して記載する。
(３)　２の(３)の「地盤、土質の状況」欄は、地盤の硬軟及び土質の砂質、粘質の別を、「土留及び法面処理の方法」欄は、例えばコンクリート擁壁を設置し、又はコンクリートで土留をし法面は芝張りをする等と、「建築物等の規模及び構造」欄は、建築物にあっては、例えば床面積の合計○○㎡、鉄筋コンクリート二階建て等と、道路等にあっては、幅員○○ｍ、延長○○ｍ等簡明に記載する。
(４)　３の「被害防除措置の概要」欄には、申請に係る開発事業の工事中及び工事完了後の廃水処理方法又は開発行為によって生じる付近の土地、作物、家畜等の被害防除措置の概要を記載する。
(５)　４の資金の調達計画については、これを裏付ける資料を添付すること。
(６)　５の「その他参考となるべき事項」欄には、開発後の土地の用途が農用地等以外の用途で一時利用する場合の、その復元を困難にしないための措置の概要その他参考となるべき事項を記載する。
(７)　氏名（名称及び代表者の氏名）を自署する場合においては、押印を省略することができる。

（添付資料）
(１)　開発事業計画に係る土地の地番を表示する図面
(２)　開発候補地に建設しようとする建設又は施設の面積、位置又は施設物間の距離を表示する図面（縮尺5,000分の１ないし2,000分の１程度）
(３)　その他参考となるべき書類

